
薩摩川内市下水道事業経営戦略【概要版】

１ 策定の趣旨

２ 下水道事業の現状

（１）事業の概要

（２）現状分析

ア 経営の健全性

イ 老朽化の状況

①有形固定資産減価償却率
いずれの事業でも全国平均や類似団体平均を下回っているものの、一部の設備では法定

耐用年数を経過し、更新が必要なものもあります。
②管渠老朽化率

管渠については、すべての事業において法定耐用年数を経過していません。

下水道等の生活排水処理施設は、市民の環境衛生の向上、公共用水域の水質の保全及び市街地
の浸水防除に資するために欠かすことができない重要な社会基盤施設です。

特に、公共下水道川内処理区は、全体計画区域の見直しを行いましたが、未だ整備段階で、引
き続き汚水整備を推進していく必要があります。一方で、浄化センター等の施設は耐用年数を迎
え、老朽化に伴う改築更新、さらには、地震や水害などの対策を併せて進めており、 財政負担は
増加傾向にあります。

このような中、近年の人口減少などを背景とする使用料収入の減少や未普及解消及び施設の更
新に必要な財源の確保等が、事業経営の大きな課題となっています。

このことから、経営環境の変化に適切に対応し、一層の経営基盤の強化を図ることにより、今
後も市民にサービスを持続的・安定的に提供していくための指針として経営戦略を策定するもの
です。

①経常収支比率
いずれの事業でも100%を上回っているも

のの、使用料収入が少ないため、財源不足
を一般会計からの繰入金により財政支援を
受け、経常利益を確保している状況です。
②経費回収率
いずれの事業でも100%を下回っており、

使用料収入で維持管理費を賄うことができ
ていない状況です。接続推進を図り使用料
収入を増やす必要があります。
③汚水処理原価

公共下水道と特定環境保公共下水道では、全国平均や類似団体平均を上回っているため、
維持管理費の削減や接続促進による有収水量の増加を図る必要があります。
④水洗化率（接続率）

公共下水道と農業集落排水では、全国平均や類似団体平均を下回っているため、接続促
進を図る必要があります。

経営比較分析表令和３年度

事業名 公共 特環 農業 漁業

経常収支比率(%) 101.75 112.51 103.74 104.22

経費回収率(%) 79.09 42.78 96.45 68.35

汚水処理原価(円/㎥) 196.66 379.37 171.22 256.86

水洗化率(%) 56.59 93.98 80.22 80.88

有形固定資産減価償却率(%) 6.82 8.32 7.67 7.64

管渠老朽化率(%) 0 0 0 0

令和5年3月31日現在

事業名 公共下水道
特定環境保全
公共下水道

農業集落排水 漁業集落排水

供用開始年度
（供用開始後年数）

H15
(20)

H13
(22)

H4
(31)

H16
(19)

区域内人口(人) 9,658 407 2,837 844

接続人口(人) 5,585 385 2,278 696

処理区
１処理区
（川内）

２処理区
（中甑・中野、長浜）

５処理区
（城上、入来中部、大馬越、

祁答院中央、里）

３処理区
（平良、片野浦、手打）

処理場
１箇所
（宮里）

２箇所
（中甑・中野、長浜）

４箇所
（城上、入来中部、
祁答院中央、里）

３箇所
（平良、片野浦、手打）

広域化・共同化・
最適化　実施状況

全体計画見直し済
永利処理区（コミプラ）

の統合を計画
該当なし

入来中部処理区と大馬越
処理区を統合し大馬越
浄化センターを廃止済

該当なし

策 定：令和６年３月
計画期間：令和６年度～令和１５年度
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３ 将来の事業環境

公共下水道は、令和10年度以降に永利処理区の接続や平佐地区等が供用開始することにより増加す
る見込みです。
特定環境保全公共下水道は令和５年度に長浜処理区が一部供用開始し、一時的に増加しますが、そ

の後は減少する見込みです。
農業集落排水及び漁業集落排水については、減少する見込みです。

（１）区域内人口の予測

（２）有収水量の予測

公共下水道は、令和10年度以降に永利処理区の接続や平佐地区等が供用開始し接続人口が増加す
ることで、有収水量が増加する見込みです。

特定環境保全公共下水道は令和５年度に長浜処理区が一部供用開始し、一時的に増加しますが、
その後は減少する見込みです。

農業集落排水及び漁業集落排水については、減少する見込みです。

公共下水道は、令和10年度以降に永利処理区の接続や平佐地区等の供用開始により有収水量が増
加することで、料金収入が増加する見込みです。
特定環境保全公共下水道は令和５年度に長浜処理区が一部供用開始し、一時的に増加しますが、

その後は減少する見込みです。
農業集落排水及び漁業集落排水については、有収水量に基づき減少する見込みです。

（３）料金収入の見通し

経営戦略計画期間
（令和６～15年）

永利処理区の接続
平佐地区供用開始

経営戦略計画期間
（令和６～15年）

永利処理区の接続
平佐地区供用開始

経営戦略計画期間
（令和６～15年）

永利処理区の接続
平佐地区供用開始
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（４）施設の見通し

ア 公共下水道
汚水事業では、令和４年度に、今後概ね10年（令和15年度まで）程度で整備を完了することが可

能な区域に縮小するとともに、近接する永利処理区（コミプラ）を公共下水道事業に統合する見直
しを行いました。
令和４年度に事業計画変更を行い、平佐第三地区（48ha）の面整備と永利処理区の接続管路を令

和９年度末までに整備する計画を定めました。なお、面整備は、令和10年度以降も順次区域を拡大
し、令和15年度末に完了する計画です。
宮里浄化センターは、令和３年度に策定したストックマネジメント計画に基づき計画的な更新を

行うとともに、面整備区域の拡大に伴い増加する汚水量に対応するため、水処理施設を増設する計
画です。
雨水事業では、向田ポンプ場について、ストックマネジメント計画に基づき、設備の更新及び耐

震・耐水化対策を行う計画です。

イ 特定環境保全公共下水道
中甑・中野浄化センターについては、平成29年度から令和５年度の期間で長寿強化計画及びス

トックマネジメント計画に基づき設備の更新を行いました。
長浜処理区は、令和５年10月に長浜浄化センターが完成し、一部供用開始しました。管渠の整備

は令和６年度末に完了し、令和７年度から全面供用開始する計画です。
今後も、良好な機能維持のため、施設の管理に努めます。

ウ 農業集落排水
機能強化計画に基づき、平成20年度から令和５年度に浄化センターの水処理施設及びマンホール

ポンプの設備更新を行いました。
今後も、機能強化計画に基づき、良好な機能維持のため、施設の管理に努めます。

エ 漁業集落排水
令和６年度に機能保全計画を策定し、令和７年度から機能保全対策工事に着手し、良好な機能維

持のため、施設の管理に努めます。

４ 経営の基本方針

公共用水域の水質保全と更なる生活環境の向上を図るため、今後も生活排水の適正な処理を推進し
ていく必要があります。そこで、下水道事業の現状分析及び将来の事業環境を踏まえ、以下の３つの
基本方針を設定します。

方針１ 未普及地域の整備推進
公共下水道川内処理区の未普及地域の管渠を計画的に整備します。

方針２ 施設の適正な管理
（１） 老朽化施設の改築更新

下水道施設等の持続的な機能確保とライフサイクルコスト※の低減を図るため、ストックマネジ
メント計画等に基づき計画的な施設の改築更新を行います。

（２） 維持管理の効率化
施設の適正な維持管理に努めるとともに、業務委託の内容や発注方式について検討し、維持管理

の効率化に努めます。

方針３ 下水道事業の経営の健全化
（１） 下水道等への接続推進

下水道等の生活排水処理施設の役割や必要性への市民の理解を深めるための啓発活動や､接続
補助金等の支援策の広報を強化することにより、接続率の向上を図り、さらなる収益の確保に
努めます。

（２） 維持管理費等の経費削減
予防保全や低コスト手法の導入により、維持管理費や建設改良費の縮減に努め、財源を確保

することにより経営の健全化を図ります。

※ライフサイクルコスト：施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の総計
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６ 経営戦略の事後検証

毎年度の決算と投資・財政計画の乖離や取組内容の進捗状況等を検証し、翌年度の経営に反映します。
評価・検証・改善はＰＤＣＡサイクルに基づき、実施します。
投資・財政計画の進捗管理を行い、５年後を目途に経営戦略の見直しを行います。

５ 投資・財政計画

ア 公共下水道
① 公共下水道川内処理区の管渠整備は、令和15年度末の完了を目標に、未普及地域への整備を

計画的に進めます。
② 面整備の進捗による汚水量の増加に合わせ、宮里浄化センターの水処理設備の増設を行います。
③ 宮里浄化センター及び向田ポンプ場は、ストックマネジメント計画に基づき、計画的に設備
の更新と耐震・耐水化を行います。

イ 特定環境保全公共下水道
① 計画的な施設の整備及びストックマネジメント計画に基づく改築更新費用の平準化を図ります。

ウ 農業集落排水、漁業集落排水
① 機能強化計画及び機能保全計画に基づき、改築更新費用の平準化を図ります。

（１）投資目標

（３）今後検討予定の取組の概要

ア 今後の投資についての考え方・検討状況
① 投資の平準化に関する事項

公共下水道事業の面整備は、年度ごとの整備区域を設定の上、計画的に整備を進める
ことで事業費の平準化を図ります。浄化センターの改築は、ストックマネジメント計
画等に基づき、平準化を図ります。

② 民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
川内処理区の管渠整備への設計施工一括発注方式の導入可能性を検討します。

イ 今後の財源についての考え方・検討状況
① 使用料の見直しに関する事項

下水道使用料の見直しは、公共下水道事業の管渠等の整備が完了し、事業運営に係る
必要経費の見通しが立った時点で検討します。

ウ 投資以外の経費についての考え方・検討状況
長浜浄化センターの維持管理業務に包括的民間委託を導入することで経費の抑制に努めます。

（２）財源目標

ア 公共下水道、特定環境保全公共下水道
① 接続推進を強化し、下水道使用料収入の増収を図ります。
② 他会計負担金、他会計補助金及び他会計出資金は適切な繰り入れを行うとともに、維持管理

費等の削減を図り、基準外繰入の抑制に努めます。
③ 建設改良費の財源は、国庫補助金及び企業債を最大限活用します。

イ 農業集落排水、漁業集落排水
① 効果的な事業の実施及び維持管理費等の削減を図り、繰入金の抑制に努めます。

経営戦略計画期間
（令和６～15年）

経営戦略計画期間
（令和６～15年）
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